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資料１１ 

 

 

平成２３年度八潮市行政評価における

外部評価報告書（抜粋） 
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番  号 ５ 

事 業 名 
情報機器・通信セキュリティ 

基盤整備事業 
担 当 課 

企画経営課 

情報化推進担当 

事業目的 
地方公共団体の業務を電子化・ネットワーク化し、情報の共有化、事務の効率

化を図る。 

事業概要 

・構内ネットワークを整備し、クライアントを接続、配備することにより、 

行政内部のグループウエア、文書管理・地図空間情報等の業務システムなど

の情報の共通利用を図り、電子自治体を推進する。 

・庁内システム機器を維持・管理する。 

・電子情報セキュリティ基盤を整備する。 

 

（１）事業の評価に対する評価 

 必要性、目標達成度、実施内容・方法及び公平性の評価項目について、外部評価委員が

５段階評価を行った結果は、次のとおりである。 

 

評価項目の平均点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）今後の方向性に対する評価 

担当課の今後の方向性は、「現状のまま継続」であるが、本委員会では、重点化と現状維

持が多く、次いでその他であった。この評価結果を踏まえ、現在の事業内容を維持しつつ、

重点化についても検討してほしい。 
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評価項目のうち１項目について 3.0 点

を上回ることができなかった。 

必要性は平均 4.6 点、公平性は平均

4.25 点であるが、実施内容・方法は全員

一致の 3.0 点となった。 

また、目標達成度は 2.0 点の評価があ

ったため 3.0 点を下回る平均 2.6 点とな

った。 

 

※公平性の評価について、市民に対する事業でない

ため「該当なし」の評価が１件あり、４件の評価

の平均点を記載した。 

 

 

※市民に対する事業でないため、公平性の評価に「該

当なし」が１件あり、４件の平均点を記載した。 
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（３）事務事業評価に対する主な意見 

① 活動指標及び成果指標について、市民がわかりやすい指標を設定する必要がある。 

② 活動指標に、事業計画の進捗状況等を設定することを、検討する必要がある。 

③ 活動指標は「行政事務の電子化推進」とあるが、平成 22 年度の計画が「運用」と設

定されており、計画となっていないため、再検討する必要がある。また、実績も評

価されていない。さらに、成果指標の設定もないため、予算執行に対する評価にな

りがちである。 

④ 市役所庁内の電子化・ネットワーク化の整備等に関する事業のため、市民生活に直

接、影響を与える事業ではなく、市民の立場に立った評価は馴染みにくい。 

⑤ 事業目的に「情報の共有化、事務の効率化を図る」とあるが、目標達成度の判断理

由では、情報機器の保守運用に関することが評価されており、評価の視点が異なる。 

⑥ 職員１人に対してパソコンを１台配置する等のハード面の整備が完了しているので

あれば、情報機器の整備について、今後の方向性は「現状のまま継続」ではなく、「他

事業に統合して継続」とすることも検討する必要がある。 

 

（４）総合評価に対する評価 

 市が行った事務事業評価について、本委員会が評価した結果は、次のとおりである。 

 

委員会の評価 

Ｃ：概ね適切な評価 

 

（５）事業の取り組みに対する主な意見 

① 情報化に関する事業は、ソフト、システム、ネットワークを個々に推進するのでは

なく、それぞれを関連付け、推進するよう検討する必要がある。 

② 情報化に関する事業計画を検討する場合は、最終的な目的である「必要とするシス

テム」を考え、そのシステムを効率的に運用するために必要な「システム構築の方

法」や「ソフト」、「ネットワーク」を検討し、これらに必要な「ハード」を検討す

る等、順序を追って確認し、計画を作成したほうがよい。 
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■
事

業
の

評
価

　
（

H
2
2
年

度
の

事
後

評
価

）
■

計
画

期
間

を
通

じ
て

の
課

題
と

対
応

策

①
必

要
性

の
評

価

当
該
事
務
事
業
に
つ
い
て
市
が
関
与
す
る
必
要
性

②
目

標
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成
度

の
評

価

H
2
2
年
度
の
目
標
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成
度
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総

合
評

価
（
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終

目
標

に
対

す
る

進
捗

状
況

）

☆
☆
☆
：
順
調
（
最
終
目
標
達
成
に
向
け
、
順
調
に
成
果
が
あ
が
っ
て
い
る
）

☆
☆
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ね
順
調
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最
終
目
標
達
成
に
向
け
、
や
や
遅
れ
て
い
る
が
概
ね
順
調
）
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遅
れ
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こ
の
ま
ま
で
は
、
最
終
目
標
の
達
成
が
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し
い
）

③
実
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内
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方
法
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価
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め
の
見
直
し
の
余
地

■
今
後
の
方
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④
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現
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縮
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れ
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よ
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ら
れ
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／
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報
機
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用
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。
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テ
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図
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か
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☆
遅
れ

●

・
外

部
識

者
か
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理
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ィ
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C
：
達
成
で
き
な
か
っ
た
（
8
0
%
未
満
）

B
：
概
ね
達
成
で
き
た
(8
0
%
以
上
)

法
律
、
政
令
、
省
令
、
通
達
等
に
よ
り
、
市
に
実
施
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る

■

A
：
非
常
に
高
い

事
業
を
止
め
た
場
合
、
市
民
の
生
命
、
財
産
等
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
恐
れ
が
あ
る

労
働
量

当
該
事
務
事
業
が
解
決
す
べ
き
課
題
が
増
え
て
い
る
。
増
え
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る

そ
の
他

市
の

事
務

B
：
高
い

サ
ー
ビ
ス
の
拡
大
や
充
実
を
求
め
る
市
民
意
見
・
要
望
が
増
え
て
い
る

　

●

判 断 理 由

市
が
何
ら
か
の
関
与
（
監
督
、
指
導
等
）
を
し
な
い
と
、
問
題
が
発
生
す
る
可
能
性
が
あ
る

C
：
あ
る
程
度
認
め
ら
れ
る

課
題
は
ほ
と
ん
ど
な
い

あ
る
程
度
課
題
が
あ
る

●

課
題

評
価
者
名

野
口
正
敏


